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母子家庭・父子家庭の現状

 
母子世帯 父子世帯 

１ 世帯数［推計値］ 
１２３.２万世帯   
(１２３.８万世帯)   

１８.７万世帯   
(２２.３万世帯)   

２ ひとり親世帯になった理由 
離婚 ７９.５％ (８０.８％) 

死別   ８.０％ ( ７.５％) 

離婚 ７５.６％ (７４.３％) 

死別 １９.０％ (１６.８％) 

３ 就業状況   ８１.８％ (８０.６％)    ８５.４％ (９１.３％)  

 

就業者のうち 正規の職員・従業員 ４４.２％ (３９.４％)  ６８.２％ (６７.２％)  

うち 自営業 ３.４％ ( ２.６％)  １８.２％ (１５.６％)  

うち パート・アルバイト等 ４３.８％ (４７.４％)   ６.４％ (  ８.０％)  

４ 平均年間収入 
［母又は父自身の収入］ 

２４３万円 (２２３万円)  ４２０万円 (３８０万円)  

５ 平均年間就労収入 
［母又は父自身の就労収入］ 

２００万円 (１８１万円)  ３９８万円 (３６０万円)  

６ 平均年間収入 
［同居親族を含む世帯全員の収入］ 

３４８万円 (２９１万円)  ５７３万円 (４５５万円)  

出典：平成２８年度全国ひとり親世帯等調査 
※（  ）内の値は、前回(平成２３年度)調査結果を表している。 
※「平均年間収入」及び「平均年間就労収入」は、平成２７年（平成２２年）の１年間の収入。 
※ 集計結果の構成割合については、原則として、「不詳」となる回答（無記入や誤記入等）がある場合は、分母
となる総数に不詳数を含めて算出した値（比率）を表している。 
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「すくすくサポート・プロジェクト」(すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト) (注)
（平成２７年１２月２１日「子どもの貧困対策会議」決定）

○経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向にあり、自立支援の充実が課題。
○児童虐待の相談対応件数は増加の一途。複雑・困難なケースも増加。

平成２７年８月２８日 ひとり親家庭・多子世帯等自立支援策及び児童虐待防止対策の「施策の方向性」をとりまとめ
→年末を目途に財源確保も含めた政策パッケージを策定

○就業による自立に向けた支援を基本にしつつ、子
育て・生活支援、学習支援などの総合的な取組を
充実

○具体的には、ひとり親家庭が孤立せず支援につな
がる仕組みを整えつつ、生活、学び、仕事、住ま
いを支援するとともに、ひとり親家庭を社会全体
で応援する仕組みを構築

【主な内容】
◇自治体の窓口のワンストップ化の推進
◇子どもの居場所づくりや学習支援の充実
◇親の資格取得の支援の充実
◇児童扶養手当の機能の充実 など

Ⅰ ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト

○児童虐待について、発生予防から発生時の迅
速・的確な対応、自立支援まで、一連の対策を
更に強化。

【主な内容】
◇子育て世代包括支援センターの全国展開
◇児童相談所体制強化プラン（仮称）の策定
◇里親委託等の家庭的養護の推進
◇退所児童等のアフターケア など

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト

すくすくサポート・プロジェクト

平成２８年通常国会において、児童扶養手当法改正法及び児童福祉法等改正法が成立。
引き続き、「すくすくサポート・プロジェクト」に基づき、ひとり親家庭の支援策を着実に実施する。
※施策の実施に当たっては、官・民のパートナーシップを構築し民間の創意工夫を積極的に活用。
※行政が未だ実施していない事業を民間投資によって行い、行政がその成果に対する対価を支払うといった手法等の先駆的な取組も幅広く参考。
（注）「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」の愛称を「すくすくサポート・プロジェクト」と決定（平成28年２月23日）



ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト（課題と対応）

○ 経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向
○ これらの方の自立のためには、
・支援が必要な方に行政のサービスを十分に行き届けること
・複数の困難な事情を抱えている方が多いため一人一人に寄り添った支援の実施
・ひとりで過ごす時間が多い子供達に対し、学習支援も含めた温かい支援の実施
・安定した就労による自立の実現
が必要。

現状・課題
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① 支援につながる

② 生活を応援

③ 学びを応援

 自治体窓口のワンストップ化の推進
 子どもの居場所づくり
 児童扶養手当の機能の充実
 養育費の確保支援
 母子父子寡婦福祉資金の見直し
 多子世帯・ひとり親世帯の保育所等利用における負担軽減
 教育費負担の軽減
 子供の学習支援の充実
 学校をプラットフォームとした子供やその家庭が抱える問題への対応

④ 仕事を応援
 就職に有利な資格の取得促進
 ひとり親家庭の親の就労支援
 ひとり親が利用しやすい能力開発施策の推進
 非正規雇用労働者の育児休業取得促進

就業による自立に向けた就業支援を基本としつつ、子育て・生活支援、学習支援などの総合的な支援を充実。
対 応

⑥ 社会全体で応援  「子供の未来応援国民運動」の推進
 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援

○昭和63年から平成23年の25年間で
母子世帯は1.5倍、父子世帯は1.3倍

（母子世帯84.9万世帯→123.8万世帯、
父子世帯17.3万世帯→22.3万世帯）
○母子世帯の80.6％が就業しており、そ
のうち47.4％ はパート、アルバイト等
○母子世帯の平均年間就労収入（母自身
の就労収入）は181万円、平均年間収
入（母自身の収入）は223万円

⑤ 住まいを応援  ひとり親家庭等に対する住居確保の支援



ひとり親家庭の就業支援関係の主な事業
事 業 名 支 援 内 容

１ ハローワークによる支援
・マザーズハローワーク事業
・生活保護受給者等就労自立促進事業
・職業訓練の実施 ・求職者支援制度 など

子育て女性等に対する就業支援サービスの提供を行う。

２ 母子家庭等就業・自立支援センター事業（Ｈ15年度創設）
・平成28年度自治体実施率：97.4％（112／115）
・相談件数：7万8,848件 ・就職実人数：5,443人

母子家庭の母等に対し、就業相談から就業支援講習会、就業情報の
提供等までの一貫した就業支援サービスや養育費相談など生活支援
サービスを提供する。

３ 母子・父子自立支援プログラム策定事業（Ｈ17年度創設）
・平成28年度自治体実施率：64.0％（579／904）
・プログラム策定数：6,970件

個々の児童扶養手当受給者の状況・ニーズに応じ自立支援計画を
策定し、ハローワーク等と連携のうえ、きめ細かな自立・就労支援を
実施する。

４ 自立支援教育訓練給付金（Ｈ15年度創設）
・平成28年度自治体実施率：94.2％（852／904）
・支給件数：816件 ・就職件数：637件

地方公共団体が指定する教育訓練講座（雇用保険制度の教育訓練
給付の指定教育訓練講座など）を受講した母子家庭の母等に対して、
講座終了後に、対象講座の受講料の６割相当額（上限20万円）を
支給する。

５ 高等職業訓練促進給付金（Ｈ15年度創設）
・平成28年度自治体実施率：95.9％（867／904）
・総支給件数 ：7,110件（全ての修学年次を合計）
・資格取得者数：2,475人
（看護師 934人、准看護師 1,161人、保育士 142人、介護福祉士 61人等）

・就職者数 ：1,920人
（看護師 823人、准看護師 782人、保育士 119人、介護福祉士 53人等）

看護師等の経済的自立に効果的な資格を取得するために1年以上
養成機関等で修学する場合に、生活費の負担軽減のため高等職業
訓練促進給付金（月額10万円（住民税課税世帯は月額7万500円）、
上限3年）を支給する。

６ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業（Ｈ27年度
創設（補正））
・貸付件数 入学準備金：787件 就職準備金：362件

高等職業訓練促進給付金を活用して就職に有利な資格の取得を目指
すひとり親家庭の自立の促進を図るため、高等職業訓練促進資金
（入学準備金50万円、就職準備金20万円）を貸し付ける。

７ 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業（Ｈ27年度創設）
・平成28年度自治体実施率：22.6％（204／904）
・事前相談：164件 支給件数：28件

ひとり親家庭の親又は児童が高卒認定試験合格のための講座を受け、
これを修了した時及び合格した時に受講費用の一部（最大6割、
上限15万円）を支給する。

（※）115自治体（都道府県、政令市、中核市の合計）、904自治体（都道府県、市、福祉事務所設置町村の合計） 5



事業名 支援内容 実績等

母子・父子自立支援員による相談・
支援

ひとり親家庭及び寡婦に対し、生活一般についての相談指
導や母子父子寡婦福祉資金に関する相談・指導を行う。

（勤務場所） 原則、福祉事務所
（配置状況） １，６８８人

（常勤４７３人 非常勤１，２１５人）
（相談件数） ７４６，２５３件

ひとり親家庭等日常生活支援事業
修学や疾病などにより家事援助、保育等のサービスが必要
となった際に、家庭生活支援員の派遣等を行う。

（派遣延件数） ３３，８８９件

ひとり親家
庭等生活
向上事業

相談支援事業
ひとり親家庭等が直面する様々な課題に対応するために相
談支援を行う。

（相談延件数） ２４，７４６件

家計管理・生活支援
講習会等事業

家計管理、子どものしつけ・育児や健康管理などの様々な支
援に関する講習会を開催する。

（受講延件数） １１，９５６件

学習支援事業
高等学校卒業程度認定試験の合格のために民間事業者な
どが実施する対策講座を受講している親等に対して、補習
や学習の進め方の助言等を実施する。

（利用延件数） １１，９６３件

情報交換事業
ひとり親家庭が定期的に集い、お互いの悩みを相談しあう場
を設ける。

（開催回数） ３９６回

子どもの生活・学習支
援事業

ひとり親家庭の子どもに対し、放課後児童クラブ等の終了後
に基本的な生活習慣の習得支援、学習支援や食事の提供
等を行い、ひとり親家庭の子どもの生活の向上を図る。

（利用延人数） ６９，７５３人

母子生活支援施設

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びそ
の者の監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護す
るとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支
援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行う
ことを目的とする施設

施設数： ２３２か所
定員： ４,７７９世帯
現員： ３,３３０世帯 （児童 ５,４７９人）

子育て短期支援事業
児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童を児童養
護施設等で預かる事業。

ショートステイ実施 ： ７６４箇所
トワイライトステイ実施 ： ３８６箇所

（注）実績等について 母子・父子自立支援員：平成２８年度末現在、母子生活支援施設：平成２８年１０月１日現在、
子育て短期支援事業：平成２８年度変更交付決定ベース、 ひとり親家庭等日常生活支援事業及びひとり親家庭等生活向上事業：平成２８年度実績

ひとり親家庭の子育て・生活支援関係の主な事業



 

ひとり親家庭への支援 
 

担当府省：厚生労働省 

 

第４次男女共同参画基本計画にお

ける記載箇所  

P86 第８分野 貧困、高齢、障害等により困難を抱えた女性等

が安心して暮らせる環境の整備  

１ 貧困等生活上の困難に直面する女性等への支援  

女性活躍加速のための

重点方針 2017 との関連 

通し番号 35、144 

記載箇所 P5  Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍 

１．女性活躍に資する働き方改革の推進 

（４）ライフイベントに対応した多様で柔軟な働き方の推進 

④個人の学び直し・復職・再就職支援 

P21 Ⅱ 女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現 

２．女性活躍のための安全・安心面への支援 

（１）ひとり親家庭等への支援  

 ①「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト」の着実

な実施 

女性活躍加速のための

重点方針 2016 との関連 

通し番号 103～106 

記載箇所 P12 Ⅱ 女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現 

２．女性活躍のための安全・安心面への支援 

（１）ひとり親家庭等への支援  

 ①② 

女性活躍加速のための

重点方針 2015 との関連 

通し番号 80 

記載箇所 P16 ３．女性活躍のための環境整備  

（６）困難を抱えた女性が安心して暮らすための環境整備 

 ① 
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